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研究成果の概要（和文）：本研究は，主にベトナム農家のミクロデータにより農外就業が食料供給と栄養摂取に
与える効果を考察する。賃金労働（兼業）と非農業自営業への就業が食料供給に及ぼす効果については，農産物
と非農産物の生産を含む農家モデルを比較静学分析し，異なる農外就業が食料供給に及ぼす異質な効果の重要性
を説明した。農外就業が栄養摂取に及ぼす効果については，兼業の増加は農村成人の栄養摂取を低めるが仕事内
容の変化を通じて効果が弱まったこと，短期出稼ぎは農家の食生活を改善しない可能性を説明した。集計した労
働力移動の分析については，農業部門から非農業部門への移動人数と部門間期待賃金差の関係には非連続性がな
いことを説明した。

研究成果の概要（英文）：This study explores effects of off-farm work on food supply and nutrition 
intake mainly using microdata on Vietnamese farm households. In examining effects of non-farm wage 
work and non-farm self-employed work on food supply, we conduct a comparative statics analysis of a 
farm household model, which includes production activities of farm and non-farm commodities, and we 
find importance of heterogeneous effects of different types of off-farm work. In examining effects 
of off-farm work on nutrition intake, we explain that an increase in wage work reduces nutrition 
intake of rural adults but that this negative effect can be weakened by their jobs changing over 
time. We also explain that short-run migration might not improve diet of rural households. In 
examining aggregate labor migration, we do not find discontinuity relation between migration from 
agriculture to non-agriculture sectors and expected wage differential for the two sectors.

研究分野： 農業経済学

キーワード： ベトナム　ミクロデータ　賃金労働　非農業自営業　食料供給　栄養摂取　農家モデル　部門間労働移
動

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
1980 年代以降，ベトナムでは農外労働所得が農家の生活に重要となっているが，これに伴う就業変化は，農業
労働の減少を通じて農家の食料供給を減らし，栄養摂取にも影響する。ベトナム農家のミクロデータに基づき，
異なる種類の農外就業が食料供給に及ぼす効果，農外就業が栄養摂取に及ぼす効果を分析した研究は少なく，本
研究の成果は関連分野の研究蓄積に貢献する。また，農業部門から非農業部門への労働移動と部門間期待賃金差
の関係に関する成果は，この関係に個人行動に基づくミクロ的基礎を与えることで貢献している。上記の成果は
基礎的だが，貧しい農家が所得と栄養状態を改善できない原因，改善に必要な政策を見出すのに役立つ。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
ベトナムでは 1980 年代のドイモイ政策開始後に市場の自由化と発展が進み，農外労働供給

（賃金労働，出稼ぎ，非農業自営業）による収入が農家の生活にとって重要性を増している。こ
れに伴う就業様式の変化は，農業就業時間の減少を通じてベトナム農家の食料供給を減らすだ
けでなく，栄養摂取にも影響すると考えられる。例えば，Thang and Popkin (2004)によれば，
上記の市場発展期において，農村の成人はカロリー摂取量を増加させたが，それは主に米の消費
量の増加に依存しており，肉や卵の消費量はあまり増加していない。また，Tuan, Tuong, and 
Popkin (2008)によれば，Body Mass Index (BMI)が 18.5 以下の成人の割合は，都市では 31％
から 20%に下がったが，農村では 33％から 27％に下がったにすぎない。 
このように，現実経済では農外労働供給の増加が食料供給と栄養摂取に及ぼす影響の重要性

が高まっているが，ベトナムを対象とする研究に限らず，この影響の実証研究は十分進んでいる
とは言えない。農外就業が農業の産出や投入に及ぼす影響のミクロ実証分析は，近年いくつかの
学術専門誌が特集号を発行しており，問題の新規性と重要性を強調している。そこでの多くの研
究は Oded Stark (1985)による New Economics of Labor Migration (NELM) 仮説に基づき，農
外就業は(i)家族農業労働を減らして農業産出量を減らす効果，(ii)増えた農外所得が生産要素
の購入と投資を促し，農業の生産性と生産量を増やす効果をもつと説明する。そして，この仮説
は，食料供給（生産要素需要）を，農外就業のダミー変数や農外所得に回帰することで検証され，
効果(i)が効果(ii)を上回ることが実証されてきた。 
この検証に関する一つの課題は，ただ一つの農外就業の指標に基づくため，どの世帯員がどの

職業に農外就業し，食料供給にどう影響するかは，考察されないことである。例えば，都市への
出稼ぎと非農業自営業を考えると，(a)出稼ぎには若い世帯員，非農業自営業には世帯主が従事
し，(b)仕送りは一時的，非農業自営業からの所得は恒常的であり，(c)出稼ぎと非農業自営業で
職務内容が違うとすれば，二つの農外就業は食料供給に異なる効果をもちうる。また，農外就業
の指標は，測定誤差を含んだり，食料供給と同時に決定されたりするため，NELM 仮説の検証で
深刻な内生性を生むかもしれない。 
また，農外労働供給が栄養摂取に与える影響のミクロ実証分析は，Zezza ら (2011)が指摘す

るように，ベトナムに限らず少なく，成人の栄養不足の決定要因を分析する研究自体が多くない。
この影響の実証分析でも，NELM 仮説に基づいて食料供給と類似の分析法が用いられ（Nguyen and 
Winters, 2011），食料供給の分析と同様の課題が残っている。さらに，ベトナムの農家について
は，世帯員の農外労働供給に関するミクロ実証研究そのものが不足している。 
 
２．研究の目的 
本研究はベトナム農家のミクロ・データ（ベトナム生活標準調査，ベトナム資源アクセス家計

調査）を利用し，食料供給，栄養摂取に関する理論・実証分析の方法を改善しながら，農家の農
外労働供給行動が食料供給と栄養摂取に与える効果を考察することを主な目的とする。具体的
には，①賃金労働と非農業自営業への就業が食料供給に及ぼす効果を調べるため，非農業自営業
の生産活動と市場への労働供給を考慮する農家モデル（Singh, Squire, and Strauss, 1986）の
理論分析を行い，理論的意義を検討するとともに，食料供給の実証モデルへの意義を検討し，そ
れに基づいて賃金労働と非農業自営業への就業が農業生産に及ぼす効果を検証する。②①と同
様の実証分析法により，農外労働供給が栄養摂取に及ぼす効果を調べる。また，③農外労働供給
に関連する分析として，集計データに基づく農業労働力の部門間移動の分析法の改良と応用を
行う。 
 
３．研究の方法 
 賃金労働と非農業自営業への就業が食料供給に及ぼす効果を調べるため，二つの研究を行う。
第一に，農家が農産物と非農産物を（家族以外を雇用しない）自営で生産し，兼業（賃金労働）
も行う農家モデルにおいて，比較静学分析を行う。そこでは，標準的な労働供給行動の理論にな
らい，兼業に従事する場合の「潜在的労働」が市場賃金と留保賃金の差に比例し，非農産物の生
産に従事する場合の「潜在的労働」が非農産物生産での労働の限界生産物と留保賃金の差に比例
すると仮定する。このとき，二種類の「潜在的労働」の変化に対して農産物供給がどう反応する
かを検討する。また，この比較静学分析の結果から，農産物供給を賃金労働と非農業自営業労働
で表す実証モデルに関する意義を考察する。第二に，2008 年～2016 年のベトナム資源アクセス
家計調査を用いて，農外就業の有無が稲作農家の（農産物供給に深く関連する）生産技術選択に
どう影響するかを推定する。生産技術としてハイブリッド種の採用，化学肥料の利用，農薬の利
用，農業機械化に関するダミー変数を利用し，農外就業の内生性を考慮して，二段階最小二乗法
で線形確率モデルを推定する。 
 農外労働供給が栄養摂取に及ぼす効果を調べるため，二つの研究を行う。第一に，身長と体重
のデータが利用できる 1992 年と 1997 年のベトナム生活標準調査に基づき，BMI を栄養摂取の尺
度（従属変数）として，賃金労働，自家労働（農業労働と家事労働の和），一人当たりカロリー
消費を主な説明変数にもつ栄養生産関数（Higgins and Alderman, 1997）を操作変数法で推定す



る。そこでは，ベトナムにおける市場自由化が農村と都市に与える効果を比較するため，栄養生
産関数を農村と都市の成人（男女別）について推定し，係数を比較して，農村・都市間の成人の
BMI 格差の説明も試みる。第二に，2010 年と 2014 年のベトナム生活標準調査に基づき，出稼ぎ
の有無が農家の一人当たりカロリー摂取量，食料支出，カロリー摂取に関する多様化指数に与え
る効果を操作変数法で推定する。そこでは，食料全体を対象とする場合，穀物，肉類，油脂，野
菜，果物，乳製品，飲料，外食の各グループを対象とする場合について分析する。 
 農外労働供給に関連する分析として，集計データに基づく農業労働力の部門間移動の分析法
の改良と応用を行う。このため，理論分析では，農業部門と非農業部門の間の移動人数（移動割
合）と二部門間の期待賃金差の関係について，個別農家の農外労働供給行動をふまえた近年の実
証研究（Onel and Goodwin, 2014）の指摘を再検討するとともに，実証分析では，1950 年代か
ら 2017 年までの日米の時系列データに基づき，理論分析の示唆を検証するとともに，日米間の
比較を行う。 
 
４．研究成果 
賃金労働と非農業自営業への就業が食料供給に及ぼす効果については，第一に，一つの理論的

結果として，農家が競争的労働市場で働く（賃金労働に従事する）場合，賃金労働も非農業自営
業労働も農産物供給には影響しないことがわかる。また，NELM 仮説と同様に，兼業（非農業自
営業）の潜在労働の増加は，農業労働を減らして農産物供給を減らす効果と，兼業（非農業自営
業）収入を増やし，経常財（肥料などの）投入を増やして農産物供給を増やす効果に分解できる。
これらの実証モデルに対する意義は，農産物供給関数は，兼業に従事するかどうかでスイッチす
るモデルとなることである。また，兼業と非農業自営業に関する潜在的労働が農産物供給に与え
る効果は異なりうるため，二種類の農外労働をまとめた単一のダミー変数より，非農業自営業と
賃金労働に関する別々のダミー変数で農産物供給を説明するモデルを用いる方が適切といえる。
第二に，ベトナム資源アクセス家計調査に基づき，農外就業の有無が稲作農家の生産技術選択に
どう影響するかを推定した結果，ハイブリッド種の採用には有意な正の効果があることを確認
した。他の技術に関して有意な効果がなかった理由としては，化学肥料と農薬の近年の利用率は
すでに 90%を超えており，機械化は他の技術採用に比べて高費用であるためと推察された。 
農外労働供給が栄養摂取に及ぼす効果については，第一に，ベトナム生活標準調査に基づき，

都市と農村，1992 年と 1997 年について，成人の栄養生産関数を推定した結果，男性については
（有意性が弱いことが多いが）賃金労働の係数は多くが負であり，1992 年から 1997 年へ負の効
果が弱まる傾向がある。女性については（有意性が弱いことが多いが）農村では男性と同じ傾向
が見られるが，都市では逆に 1992 年から 1997 年へ正の効果が弱まる傾向がある。従って，農村
の成人については，賃金労働の増加は BMI を低めるが，仕事内容の変化などを通じて，この効果
は弱まったと思われる。第二に，ベトナム生活標準調査に基づき，出稼ぎの有無が農家の食料支
出とカロリー摂取に与える効果を推定した結果，出稼ぎ者のいる農家は，主に外食への支出のた
めに一人当たり食料総支出が少なく，主に穀物消費のために一人当たりカロリー摂取量が多く，
カロリー摂取に関する多様化指数が低い。また，食料支出とカロリー摂取量を自給・購入別にみ
ると，出稼ぎ者のいる世帯は，自給による消費が多く，購入による消費が少ない。したがって，
近年のベトナムでは，短期的な出稼ぎは必ずしも農家の食生活を改善しているわけではない。 
集計データに基づく農業労働力の部門間移動の分析法の改良と応用を行うため，農業部門と

非農業部門の間の移動人数（移動割合）と二部門間の期待賃金差の関係を再検討した結果，近年
の実証研究が重要性を指摘した移動人数（移動割合）の期待賃金差に関する非連続性（非農業部
門の期待賃金が農業部門の賃金を上回っても，農業従事者は不確実性を重視して移動しないか
もしれないとする性質）は，集計データに基づく分析では限定的な意味しかもたないことを示し
た。また，日米の時系列データに基づく実証分析により，期待賃金差に関する非連続性をもつモ
デルは不適切な結果を生むこと，農業生産状況の違いを反映して移動割合と期待賃金差の関係
は日米間で異なることを確かめた。 
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